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備　　前　　市 　施 　策 　評 　価 　シ 　ー 　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
施　策　名
（小項目）

幼稚園
コード 作

成
者

役職 学校教育課長

03-01-01
氏名 小郷　康弘

施策に対する成果指標名
単
位

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値
電話 0869-64-1840 H22 H23 H24

－ －

このシート作成に要した時間 3.5 時間 成
果
指
標

４・５歳児就園率

目標 100.0 100.0 100.0
4・5歳入園数／4・5歳児数×100
H24年：（511人／523人×100）

H25 100

実績 98.0 96.8 97.7 H28 100

この施策の
アピール
ポイント

生きる力の基礎を育む幼児教育の充実を図るための基本施策である。

達成率 98.0 96.8 97.7
ベンチマーク － －

参
考
指
標
①

幼保交流活動実施園率

目標 100 100 100

実績 100 100 100 H28 100

達成率 100.0 100.0 100.0 － －

幼保交流実施園／8園
（伊里認定こども園を除く）

H25 100

この施策の
平成24年度の
施政方針

学校教育の入り口である幼稚園での保育を充実したものとするための環境整備として、必要な施設設備等の
整備を適切に進めてまいります。
施設等整備以外では、特に就学前の特別支援教育の充実を図るよう各園でのケース会議に係る研修会や全体
での研修会を実施するとともに、福祉事務所が新設する発達障害支援の相談窓口との連携を進めてまいりま
す。
また、こども園については、国県の動向を踏まえつつ、建設計画が進む新こども園を含めて円滑な管理運営
に努めてまいります。

ベンチマーク － －
参
考
指
標
②

研修会への参加率

目標 10.00 10.00 10.00 職員1人当研修会への平均参加回数
研修会参加延べ人数／職員数
〔H24:302人／35人＝8.63〕

H25 10

実績 6.51 6.6 8.6 H28 10

達成率 65.1 66.2 86.3 － －
ベンチマーク － －

参
考
指
標
③

園児1人当たり1カ月の経費率
（預かり保育）

目標 50 50 50 3,200円／園児1人当たりの月経費
受益者負担率は50％が目標
月経費＝賃金／園児数

H25 50

50実績 38 35 40 H28

達成率 76.0 70.0 80.0 －

－

－
ベンチマーク －

⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

＜備前市総合計画の内容から記載する＞
実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

こども課 幼保一体化の推進 就学前教育の平準化

① 政策の体系
基本目標（大項目） 地域文化とひとが輝くまちづくり

学校教育課 子育て講座の実施 保護者の教育力を高めるための研修の充実

基本施策（中項目） 未来を支える人材を育むまちづくり

② 対象と目的 　幼稚園教育を希望する全ての市民のため、生涯にわたる人間形成の基礎を培う重要な時期である幼児期に、集
団での遊びや自然・人との触れ合い体験等、幼児期にふさわしい活動や体験のできる学習の場や機会を提供す
る。

（誰のために、何の
ために） ⑧ 施策の評価

③ 現況と課題
　少子化や核家族化等による家庭の在り方や幼少期からの体験不足が子どもの教育に大きな影響を与えている。
そのため、幼稚園において、自然体験や社会体験など、幼児に様々な体験を行う場を確保し、教育内容の充実を
図るとともに、保護者の子育て支援を図ることが重要である。

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

4

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

　就園率は保護者のニーズの高さを表すことができることから、妥当性がある。今後、保護者
への子どもの育ちや子育ての充実感に関する意識調査結果を指標に加えることを検討する。

④ 施策展開
幼稚園教員の資質向上

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 3

　各細事業とも、幼稚園教育の充実や家庭の教育力を高めるための事業であり、適正であると
考える。特別な支援が必要な幼児に関する園からの相談が増えている現状があることから、特
別支援教育に関する保護者への啓発や相談事業の必要性がある。

3年保育の条件整備

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

子育て支援活動の推進

幼稚園と保育園の連携の検討

幼稚園の統廃合の推進

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

3
　預かり保育園児数の減少に伴い、園児1人当たり1ヶ月の経費率は増加傾向にある。これは少
子化が大きく影響している。しかし、日生・吉永地域への幼保一体型施設が開園するまで継続
する必要がある。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

進行年度(H25年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

・子育て支援事業の中に、幼児の発達心理の専門家を要請のある園に派遣し、保護者への助言や相談
を行う「子育て講座」を新たに実施している。
・市内３番目の三石認定こども園（仮称）の平成26年度開園に向け、ハード・ソフト両面の円滑な接
続を図っている。

調査年度 H22 H23 H24 H25

重要度（%） 3.7

満足度（%） 2.4

翌年度(H26年度)の取組目標
・Ｈ27年度からの「子ども・子育て新制度」の本格実施に向け、こども課と密接に連携し、体制整備
や事前準備等を行う。
・三石認定こども園の4月開園後、教育指導等の円滑な接続や園運営を行う。

二次評価者コメント 　小中学校における学力向上、いじめや暴力行為等の問題行動の解決のために
は、３～５歳時における適切な家庭教育が重要であるとの指摘があります。園に
おける幼児教育及び家庭教育の充実に向け、今後も継続して取り組む必要があり
ます。

基本施策への
貢献度

役職 教育次長

5 高い氏名 岩崎　透

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等 　重要度(3.7)は市平均(3.5)より若干高く、満足度(2.4)は市平均と同様である。就学前教育は、将来を拓い

ていこうとする力の根幹を形成し、10、20年後の人生を大きく左右することから、一層充実させる必要があ
る。調査対象でない施策

は、市民の反応等
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＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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施策構成事務事業の評価 №１

施策を構成する
事　務　事　業

細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人）

平成25年度

直　接
事業費

人件費 人工数

施策への
貢献度

事業
分類

平成22年度 平成23年度 平成24年度

人工数
直　接
事業費

人件費 人工数 当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

直　接
事業費

人件費

幼稚園管理運営事業 幼稚園管理運営事業 単 市 17,882 1,988 0.25 23,902 1,191 0.15 21,193 952 0.12 13,818 ☆☆☆☆☆

幼稚園耐震化事業 0.03 0幼稚園耐震化事業 法 定 0 155 0.02 1,470

8,683

単市 1,151 78

内部管理

* 法定事務318 0.04 0 260

281 12,273 1.38 347 11,875

4 幼稚園運営支援事業

幼稚園運営事業 単市 304 1.22 370 ☆☆☆☆☆1.00

県幼稚園教育研究会負担金事務

0.01 928 79 0.01 862通園費補助金

107 0 0.00

0.01 1,375 ☆☆93

108 0 0.00 110 ☆

0.04幼稚園教育人材活用事業 単市

113 0 0.00

27,921

就学前教育検討事業

39,082 93 0.01 33,589 ☆☆☆☆466 0.06 28,781 318

0.10 0
5 幼稚園教員研修事業

市教育研究部補助事業 単市 70

837 0.10 0幼稚園教員研修事業 単市 0 777 ☆☆☆656 0.07 0

78 0.01 70 0 0.00 100

0.02 0

93 0.01 138 ☆☆☆

子育て支援事業 預かり保育指導員配置事業

174 0.02 0 0就学前教育調査研究事業 単市 0 171 ☆☆☆0.00 0

単市 8,620 0 0.00 8,435 0 0.00 8,516 0 0.00 8,791 ☆☆☆

幼保連携事業 幼保連携活動支援事業 単市

幼稚園統廃合検討事業 幼稚園統廃合調査研究事業 単市

0 78 0.01 0 95 0.01 0 93 0.01 0 ☆☆☆

☆☆☆☆0 200 0.02 0 0 0 0.00 00 0.00

56,061 1.75 70,208
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

12,674 1.50 63,974 15,285 14,378 1.52 58,191

子ども園運営事業 こども園運営事業 単市 ☆☆☆☆☆0 263 0.04 0


